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手当 857 人、障害児福祉手当 244 人、経過的福祉手
当 4人であった。
４　心身障害者扶養共済
　障害者を扶養する保護者が死亡または重度障害者に
なったとき、残された障害者の生活の安定を図ること
を目的に、全国共通の心身障害者扶養共済制度の加入
申込手続を行っている。５年度末現在の加入者は 57
人であった。
５　心身障害者医療費助成
　身体障害者手帳 1、2級（内部障害は 3級まで）、愛 
の手帳 1、2度、精神障害者保健福祉手帳 1級の人が
各種健康保険で受診した場合、保険診療の自己負担分
の一部を助成している。なお、年齢、所得による対象
制限がある。また、後期高齢者医療制度適用者につい
ては、非課税者のみ一部負担金分の助成を行っている。
５年度末現在の対象者は5,601人であった。

●啓発活動等の推進
　障害の有無によって分け隔てられることなく、相互
に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現
するため、区報による広報、障害者福祉施設の地域交
流事業など啓発活動の強化に努めている。
　また、障害者の社会活動を促進するために交通手段
や公共施設の改善などのほか、ボランティア活動の促
進に努めている。

●福祉大会
　地域社会で活躍している障害者および障害者福祉の
向上に功績のあった人を表彰する大会である。５年度
は、地域活躍者１人、援護功労者２人、感謝状贈呈者
１人の表彰を行った。
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32  生活の安定に向けた自立の応援
（1）生活の安定に向けた自立支援を行う

●生活保護
　生活保護制度は、憲法第 25条に基づき、生活に困
窮する全ての国民に対し困窮の程度に応じて保護を行
い、最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長
することを目的とした「最後のセーフティネット」で
ある。
１　生活保護受給状況
　受給者は、平成 4年度を底に増加し続けており、20
年度以降急増したが、近年は横ばい傾向である。

〔生活保護受給世帯、受給者数および保護率の推移〕

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

0

1.0

0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

16,837
16,844

17,25917,115

15,616

12,959

9,125

11,154

12,427

12,870
13,082

13,284

16,729

13,355

16,507

13,517

人員
世帯 
保護率（％）

〔生活保護費支出状況〕 ５年度

※：生活保護費支出総額は、４年度と比較して2.26％増加
　　している。 

医療扶助
14,194,937千円

（43.9％）

7,444,632千円
（23.0％）

14,194,937千円
（43.9％）

総額
32,302,910千円

生活扶助
9,417,832千円
（29.2％）

住宅扶助
7,444,632千円
（23.0％）

介護扶助
768,391千円
（2.4％）

教育扶助
63,145千円（0.2％）

（1.3％）

出産扶助   302千円
生業扶助 　 45,507千円
葬祭扶助  112,286千円

円千006,142     務事設施護保
   9,777千円
   4,500千円

就労自立給付金
進学準備給付金

〔生活保護世帯および人員〕 ５年度

年度
実数 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 生業扶助 葬祭扶助 出産扶助

世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員 世帯 人員

２ 13,355 16,729
元 13,278 16,889 11,845 14,936 12,116 15,234 580 831 2,817 2,938 12,898 16,092 4,519＊ 4,669＊ 456＊ 456＊ 7＊ 7＊

11,965 14,845 12,228 15,147 517 736 2,911 3,040 12,947 15,950 4,031＊ 4,139＊ 539＊ 539＊ 3＊ 3＊

注：＊は、年間累計数値

４ 13,517 16,507 12,058 14,589 12,331 14,900 426 601 3,094 3,233 13,117 15,754 3,497
５ 13,571 16,411 12,102 14,516 12,414 14,870 3,129 3,269 3,393＊ 3,637＊ 545＊ 545＊ 1＊ 1＊396 552

＊ 3,664＊ 515＊ 515＊ 4＊ 4＊
３ 13,451 16,607 12,015 14,700 12,316 15,022 474 673 3,023 3,151 13,068 15,867 3,745＊ 3,769＊ 468＊ 468＊ 1＊ 1＊
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２　自立への取組
　就労自立、社会生活自立および日常生活自立を支援
するため、自立支援プログラムを策定している。５年
度は6,812人を支援した。

〔実施中のプログラム〕
1 　「生活保護受給者等就労自立促進事業」活用

プログラム
2　就労支援（専門員による取組）プログラム
3　就労サポート事業プログラム
4　精神保健福祉支援　退院促進プログラム
5　精神保健福祉支援　居宅生活支援プログラム
6　高校進学支援プログラム
7　学力向上支援プログラム
8　子ども支援プログラム
9　債務整理支援プログラム
10　居宅生活支援プログラム
11　高齢者世帯訪問支援業務および高齢者世帯

日常生活支援プログラム

〔生活サポートセンターの利用状況〕 （単位：人）

年度 自立相談支援事業
利用者数

家計改善支援事業
利用者数

住居確保給付金（※）
受給者数

３ 2,684 15 2,194

※： 住居確保給付金については、相談、申請受付、受給期間中
の就労支援を生活サポートセンターが実施する。

〔応急小口資金貸付け状況〕 
年　度 件　数（件） 金　額（千円）

４ 84 10,610
３ 85 10,648

５ 73 8,910

〔高等学校進学準備資金〕 
年　度 件　数（件） 金　額（千円）
３ 10 485
４ 7 381

４ 2,702 11 676
５ 2,652 15 208

●法外援護
　生活保護世帯の自立を支援するため、「生活保護法」
では給付の対象とならない各種費用の支給を行っている。
５年度の実績は 92,332,857 円であった。
　〔支給内容〕
　入浴証、児童・生徒への通学用被服等の購入費およ
び中学校卒業者就職等支度金、家財保管料および処分
料、自立促進費 5 種（就労支援・社会参加活動支援・
地域生活移行支援・健康増進支援・次世代育成支援）

●生活困窮者自立支援事業
　平成 27 年４月に施行された「生活困窮者自立支援
法」に基づき、経済的困窮者に対し、自立の促進を図
ることを目的とした事業である。生活サポートセン
ターを相談窓口とし、自立相談支援を中心に家計改善
支援、住居確保給付金の支給を実施している。
　このほかに、就労準備支援、一時生活支援、子ども
の学習・生活支援の事業を実施している。

●戦争犠牲者の援助
１　戦没者等の遺族の援助
　戦没者等の遺族に対する特別弔慰金等の請求受付を
行っている。５年度の特別弔慰金等の請求受付は
12件であった。
２　原爆被爆者見舞金
　５年８月１日現在、区に住所がある被爆者健康手帳
の交付者に、見舞金を支給している。５年度は、1 人
当たり 12,500 円を 229 人に支給した。

●中国残留邦人等への支援
１　支援給付
　一定の要件を満たした中国残留邦人等を対象に実施
している。５年度末現在、受給世帯数は 53世帯、受
給人員は 71人であった。
２　配偶者支援金
　中国残留邦人等の亡き後も配偶者が安定した生活を
送るため、支援給付に加えて平成 26年 10月から支
給している。５年度末現在、対象者は７人であった。
３　地域生活支援事業の実施
　中国残留邦人等とその同伴帰国した家族に対し、通
訳派遣、地域との交流事業などを実施している。

●各種資金貸付制度などの運営
１　応急小口資金の貸付け
　災害や疾病等により応急に資金が必要となり、その
調達が困難な方に資金を無利子で貸し付けている。
　貸付限度額は、一般貸付が 20 万円まで、特別貸付
が 60 万円までである。

２　高等学校進学準備資金の貸付け
　高等学校進学者のいる生活保護世帯の自立更生を促
すために、進学者1 人につき7 万円を限度に無利子で
資金を貸し付けている。
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３　入院資金の貸付け
　65 歳以上の高齢者、身体障害者手帳や愛の手帳の
所持者が入院し、入院費用（差額ベッド代、医療費等）
の支払いが困難な場合に、120 万円を限度に無利子で
資金を貸し付けている。５年度は15件、266 万円の
貸付けを行った。

●生活の安定と自立のために
１　東京都母子及び父子福祉資金の貸付け
　20 歳未満の児童を扶養している母子家庭の母および
父子家庭の父を対象に、事業開始、技能習得、修学な
ど12種類の福祉資金を貸し付けている。５年度は68
件、4,368 万円の貸付けを行った。
２　女性福祉資金の貸付け
　配偶者がいない女性等を対象に、11 種類の福祉資
金を貸し付けている。５年度は 4件、383万円の貸付
けを行った。
３　入院助産
　経済的な理由で、入院して出産することが困難な妊
産婦が安心して出産できるように、指定病院への入院
費用の全部または一部を助成している。5年度は25
件の利用があった。
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するため、自立支援プログラムを策定している。５年
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３　入院資金の貸付け
　65 歳以上の高齢者、身体障害者手帳や愛の手帳の
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